

第1条（目的）
この規程は、（会社名を入力）（以下、「会社」という）における新型インフルエンザ発生時の対策について定めたものである。
第2条（対象者）

この規程は、正社員のみならずパートタイマー・アルバイト・嘱託社員も含めた全ての従業員に適用することとする。
第3条（定義）

この規程における新型インフルエンザとは、鳥インフルエンザウィルス・豚インフルエンザウィルス等が遺伝子の突然変異によって人から人へ伝染し、そのウィルスによって起こりうる疾患のことをいう。
第4条（WHOフェーズの準用）

新型インフルエンザの発生状況や警報フェーズは、WHO（世界保健機構）の定める警報フェーズを準要して運用する。

第5条（組織体系）

1.　会社は、WHOが定めるフェーズ3が発令された時点で、新型インフルエンザ対策チームを結成する。

2.　前項における新型インフルエンザ対策チームは、社長を代表者とし、総務部長がそれを補佐する。

3.　すべての従業員は、社長及び総務部長の命令に従わなければならない。
第6条（出張の抑制）

1.　従業員は、WHOが定めるフェーズ4が発令された場合には、不要不急の場合を除き国内外の出　
　　張を行ってはならない。

2.　前項において、やむを得ず出張をしなければならない場合は、事前に所属長、及び総務部長の

　　許可を得なければならない。

第7条（在宅勤務）

会社は、感染の疑いのある従業員、感染する可能性の高い従業員に対して在宅勤務を命じる場合がある。

第8条（勤怠）

1.　従業員は、新型インフルエンザに罹患した場合には、就業してはならない。

2.　会社は、従業員が新型インフルエンザに罹患をした可能性があると判断したときには、保健所を

　　通じて医療機関への受診を促すことができる。従業員は、これを拒否してはならない。

3.　第1項及び第2項において、従業員が就業をしなかった場合には、欠勤または遅刻・早退とし
　　て管理をする。但し、感染する可能性の高い従業員に対し休業を命じた場合は、休業手当を支払うものとする。

第9条（家族の感染）

1.　従業員は同居する家族が新型インフルエンザに感染した場合には、直ちに会社に報告をしなければならない。

2.　会社は、従業員の家族が新型インフルエンザに感染をした場合に、休業の命令、出勤時の検温や健康状態の報告を求めることができる。

第10条（賃金）

1.　従業員が新型インフルエンザに罹患した場合の休業に関しては無給とする。

2.　従業員の新型インフルエンザの感染の疑いが高く、保健所の協力要請により該当する従業員が

休業した場合は、無給とする。

3.　家族の感染、及び同職場の従業員の感染により、二次感染を防止するために休業をする場合は、

　　労働基準法に沿って、通常支払う賃金の6割の休業手当を支給する。

第11条（マスクの着用）

従業員は、WHOが定めるフェーズ4が発令された場合には、就業中、及び通勤中にマスクを着用し

なければならない。

第12条（時差出勤）
会社は、WHOが定めるフェーズ4が発令された場合に、時差出勤を認めることがある。時差出勤の時間に関しては、その都度、速やかに決定する。

第13条（その他）

この規程に定めがない事項は、その都度社長、及び総務部長にて決定する。

附則

この規程は、平成（日付を入力）より施行する。
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会社名を入力してください。





フェーズ





WHOによる定義





フェーズ1





人に感染する動物のインフルエンザは未確認





フェーズ2





動物のインフルエンザの人への感染を確認





フェーズ3





動物間や人と動物で混じり合ったウィルスが少人数に感染。


人から人へは未確認





フェーズ4





集団レベルの流行を引き起こすウィルスの人から人への感染を確認





フェーズ5





世界の6地域のうち、1地域の複数国で継続して流行





フェーズ6





世界の6地域のうち、2地域以上で流行が続く





従業員の健康と会社の事業継続のために








